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（単位：円）

資産の部

 Ⅰ 　流動資産

     　 現金預金 10,312,302,218

     　 未収入金 477,527,124

     　 前払金 181,135,740

     　 その他 29,706,000

  　　　　　　　流動資産合計 11,000,671,082

 Ⅱ 　固定資産

    　1 有形固定資産

     　 建物 444,825,064

     　 　減価償却累計額 △ 299,442,922 145,382,142

     　 構築物 281,430,621,535

     　 　減価償却累計額 △ 130,912,081,126 150,518,540,409

     　 機械装置 138,837,430

     　 　減価償却累計額 △ 131,540,068 7,297,362

     　 工具器具備品 898,075

     　 　減価償却累計額 △ 853,185 44,890

     　 土地 32,827,179,271

     　 建設仮勘定 33,107,794,306

     　 　減損損失累計額 △ 33,107,794,305 1

  　　　　　　有形固定資産合計 183,498,444,075

    　2 無形固定資産

     　 借地権 23,669,692

     　 鉄道軌道連絡通行施設利用権 198,504,628

  　　　　　　無形固定資産合計 222,174,320

  　　　　　　　固定資産合計 183,720,618,395

  　　　　　　　　資産合計 194,721,289,477

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

貸　借　対　照　表
（令和３年３月３１日）

鉄道勘定
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負債の部

 Ⅰ 流動負債

　　　未払金 149,151,009

　　　未払費用 98,119

　　　引当金

　　　　賞与引当金 656,618 656,618

  　　　　　　流動負債合計 149,905,746

 Ⅱ 固定負債

　　　鉄道施設建設見返債務（注） 156,910,580,656

　　　引当金

　　　　退職給付引当金 81,523 81,523

  　　　　　　固定負債合計 156,910,662,179

 Ⅲ 法令に基づく引当金等

　　　鉄道施設管理引当金（注） 6,247,552,990

  　　　　　　法令に基づく引当金等合計 6,247,552,990

　　　　　　　　負債合計 163,308,120,915

純資産の部

 Ⅰ 資本金

　　　政府出資金 32,676,500,000

  　　　　　　資本金合計 32,676,500,000

 Ⅱ 資本剰余金

　　　施行法第１５条による積立金 3,359,250,829

　　　その他行政コスト累計額（注）

　　　　減価償却相当累計額（△） △ 9,493,379,433

　　　　減損損失相当累計額（△） △ 2,061,460,454

　　　　除売却差額相当累計額（△） △ 73,234,624 △ 11,628,074,511

  　　　　　　資本剰余金合計 △ 8,268,823,682

 Ⅲ 利益剰余金

　　　前中期目標期間繰越積立金（注） 5,185,984,520

　　　積立金 1,339,530,927

　　　当期未処分利益 479,976,797

  　　（うち当期総利益　479,976,797)

  　　　　　　利益剰余金合計 7,005,492,244

　　　　　　　　純資産合計 31,413,168,562

  　　　　　　　　負債純資産合計 194,721,289,477

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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鉄道勘定 （単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

　鉄道施設利用業務費 8,645,622,549

　一般管理費 14,560,106

損益計算書上の費用合計 8,660,182,655

Ⅱ その他行政コスト

　減価償却相当額（注） 719,086,499

　除売却差額相当額（注） 1,079,587

その他行政コスト合計 720,166,086

Ⅲ 行政コスト 9,380,348,741

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

行　政　コ　ス　ト　計　算　書
（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）
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鉄道勘定 （単位：円）

  経常費用

    鉄道施設利用業務費

      利用料原価

        鉄道施設減価償却費 8,087,495,697

        租税公課 149,760,993

        支払管理委託費 391,792,398

        固定資産除却損 16,258,971

　　　　その他 314,490 8,645,622,549 8,645,622,549

    一般管理費

      人件費

        役員報酬 798,591

        給料手当 5,762,819

        賞与 1,368,823

        賞与引当金繰入額 656,618

        退職給付費用 36,566

        法定福利費 1,759,421

        雑給 191,367 10,574,205

      経費

        地代家賃 1,306,502

        リース料 79,227

        水道光熱費 30,884

        租税公課 1,385,957

        旅費交通費 67,981

        通信運搬費 277,188

        消耗品費 64,834

        業務委託費 617,042

        雑費 59,189

　　　　その他 97,097 3,985,901 14,560,106

経常費用 合 計 8,660,182,655

  経常収益

    鉄道施設利用料収入 687,998,587

    その他の収入 16,212,833

    補助金等収益（注）

      本州四国連絡橋維持修繕政府負担金 29,706,000 29,706,000

    鉄道施設建設見返債務戻入（注） 7,936,828,555

    財務収益

      受取利息 42,652 42,652

  　雑益 11,883

経常収益 合 計 8,670,800,510

　経　常　利　益 10,617,855

　臨時利益

　　鉄道施設管理引当金戻入（注） 332,035,705 332,035,705

　当　期　純　利　益 342,653,560

　前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 137,323,237

　当　期　総　利　益 479,976,797

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

損　益　計　算　書
（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）
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（単位：円）

減価償却相当
累計額（△）

減損損失相当
累計額（△）

除売却差額相当
累計額（△）

うち当期総利益

当期首残高 32,676,500,000 32,676,500,000 3,359,250,829 △ 8,775,511,484 △ 2,061,460,454 △ 70,936,487 △ 7,548,657,596 5,323,307,757 729,466,500 610,064,427 -                6,662,838,684 31,790,681,088

当期変動額

Ⅰ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の除売却 1,218,550 △ 2,298,137 △ 1,079,587 △ 1,079,587

減価償却 △ 719,086,499 △ 719,086,499 △ 719,086,499

Ⅱ　利益剰余金の当期変動額

　（１）利益の処分又は損失の処理

利益処分による積立て 610,064,427 △ 610,064,427 0 0 0

　（２）その他

当期純利益 342,653,560 342,653,560 342,653,560 342,653,560

前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 137,323,237 137,323,237 137,323,237 0 0

当期変動額合計 0 0 0 △ 717,867,949 0 △ 2,298,137 △ 720,166,086 △ 137,323,237 610,064,427 △ 130,087,630 479,976,797 342,653,560 △ 377,512,526

当期末残高 32,676,500,000 32,676,500,000 3,359,250,829 △ 9,493,379,433 △ 2,061,460,454 △ 73,234,624 △ 8,268,823,682 5,185,984,520 1,339,530,927 479,976,797 479,976,797 7,005,492,244 31,413,168,562

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

純　資　産　変　動　計　算　書

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

鉄道勘定

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産合計
政府出資金 積立金 当期末処分利益 利益剰余金合計資本剰余金合計

前中期目標期間
繰越積立金

その他行政コスト累計額

資本金合計
施行法第15条に

よる積立金

-
5
-



鉄道勘定 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

  原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,467,467,630

  人件費支出 △ 8,643,474

  その他の業務支出 △ 150,074,386

  鉄道施設利用料収入 756,536,703

  補助金等収入 41,528,000

  その他の業務収入 16,213,062

  消費税等還付額 97,266,134

　　　小　　計 △ 714,641,591

  利息及び配当金の受取額 42,652

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 714,598,939

Ⅱ　資金減少額 △ 714,598,939

Ⅲ　資金期首残高 11,026,901,157

Ⅳ　資金期末残高 10,312,302,218

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）
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鉄道勘定 （単位：円）

Ⅰ．当期未処分利益 479,976,797

　　当期総利益 479,976,797

Ⅱ．利益処分額

　　積立金 479,976,797 479,976,797

利益の処分に関する書類
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重要な会計方針

鉄道勘定

  当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和2年3月26日改訂）

並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するQ&A」（令和2年6月最終改訂）を

適用して、財務諸表等を作成しております。

１ 減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

　定額法により行っております。

　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 　２年 ～ ３２年

構築物 　２年 ～ ５０年

機械装置 　２年 ～ ８年

工具器具備品 ２年

　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）の減価償却相当額については、減価償却

相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産

　定額法により行っております。

　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）の減価償却相当額については、減価償却

相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

２ 引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

　役職員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当期の勤務に係る部分を計上しております。

(2) 退職給付引当金

　職員に係る退職給付引当金については、全職員が出向者で構成されており、出向元において退職金の

財源が措置されることから計上しておりません。

　役員については、退職手当の期末における要支給額の全額を計上しております。

３ 法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準

　鉄道施設管理引当金

　独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に関する省令（平成17年国土交通省令第64号）第10条第

２項に基づき、毎事業年度の鉄道施設に係る租税及び管理費に相当する鉄道事業者から収受する利用料の

額を平準化することを目的として、当該利用料の額から毎事業年度の当該鉄道施設に係る租税及び管理費

の合算額を減じて得た額を期首残高に加算した額を計上しております。

４ 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　ただし、キャッシュ・フロー計算書の消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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注記事項

鉄道勘定

１ 貸借対照表関係

　その他行政コスト累計額に係る注記

　　出資を財源に取得した資産に係る金額 円

２ 行政コスト計算書関係

(1) 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 円

自己収入等 円

機会費用 円

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト 円

(2) 機会費用の計上方法

　①政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　　　10年利付国債の令和3年3月末利回りを参考にして0.120％で計算しております。

　②国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用

　　　当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応する

　　部分について、退職金支給規定に定める退職手当支給基準等を参考に計算しております。

３ キャッシュ・フロー計算書関係

　キャッシュ・フロー計算書の資金の期末残高の貸借対照表科目の内訳

　現金預金 円

　資金期末残高 円

４ 有価証券関係

　該当はありません。

５ 重要な債務負担行為

　該当はありません。

６ 重要な後発事象

　該当はありません。

７ 金融商品関係

(1) 金融商品の状況に関する事項

　　　 未収入金は、主に高速道路会社に対するものであり、回収可能性は高いものであります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　 　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

　① 現金預金 10,312 -

　② 未収入金 477 -

　③ 未払金 (149) -

　（注１）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

　（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　① 現金預金、② 未収入金、③ 未払金

　　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

10,312,302,218

10,312,302,218

△ 10,864,723,607

9,380,348,741

△ 8,641,094,510

25,820,970

765,075,201

貸借対照表計上額 時価 差額

10,312

477

(149)
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８ 退職給付関係

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当法人は、役員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。また、国からの出向役職員の退職給付

に充てるため、国家公務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給与と在職期間

に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

(2) 確定給付制度

① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 44,957 円

　退職給付費用 36,566 円
期末における退職給付引当金 81,523 円

② 退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 36,566 円

(3) 退職等年金給付制度

  当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、14,127円であった。
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附　属　明　細　書

（鉄　道　勘　定）

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
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１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

当期償却額 当期減損額

建物 417,127,980 0 0 417,127,980 280,798,076 17,627,442 0 0 136,329,904

構築物 253,917,631,474 481,232,336 34,610,762 254,364,253,048 121,749,808,109 7,773,644,514 0 0 132,614,444,939

機械装置 130,576,829 0 0 130,576,829 123,692,495 301,419 0 0 6,884,334

工具器具備品 842,156 0 0 842,156 800,061 0 0 0 42,095

建設仮勘定 31,046,333,852 0 0 31,046,333,852 0 0 31,046,333,851 0 1

計 285,512,512,291 481,232,336 34,610,762 285,959,133,865 122,155,098,741 7,791,573,375 31,046,333,851 0 132,757,701,273

建物 27,697,084 0 0 27,697,084 18,644,846 1,170,453 0 0 9,052,238

構築物 26,046,436,228 1,022,230,396 2,298,137 27,066,368,487 9,162,273,017 698,266,957 0 0 17,904,095,470

機械装置 8,260,601 0 0 8,260,601 7,847,573 0 0 0 413,028

工具器具備品 55,919 0 0 55,919 53,124 0 0 0 2,795

建設仮勘定 2,061,460,454 0 0 2,061,460,454 0 0 2,061,460,454 0 0

計 28,143,910,286 1,022,230,396 2,298,137 29,163,842,545 9,188,818,560 699,437,410 2,061,460,454 0 17,913,563,531

土地 32,827,179,271 0 0 32,827,179,271 0 0 0 0 32,827,179,271

計 32,827,179,271 0 0 32,827,179,271 0 0 0 0 32,827,179,271

建物 444,825,064 0 0 444,825,064 299,442,922 18,797,895 0 0 145,382,142

構築物 279,964,067,702 1,503,462,732 36,908,899 281,430,621,535 130,912,081,126 8,471,911,471 0 0 150,518,540,409

機械装置 138,837,430 0 0 138,837,430 131,540,068 301,419 0 0 7,297,362

工具器具備品 898,075 0 0 898,075 853,185 0 0 0 44,890

土地 32,827,179,271 0 0 32,827,179,271 0 0 0 0 32,827,179,271

建設仮勘定 33,107,794,306 0 0 33,107,794,306 0 0 33,107,794,305 0 1

計 346,483,601,848 1,503,462,732 36,908,899 347,950,155,681 131,343,917,301 8,491,010,785 33,107,794,305 0 183,498,444,075

借地権 22,195,897 0 0 22,195,897 0 0 0 0 22,195,897

鉄道軌道連絡通行施設利用権 4,772,940,712 0 0 4,772,940,712 4,586,795,996 295,922,322 0 0 186,144,716

計 4,795,136,609 0 0 4,795,136,609 4,586,795,996 295,922,322 0 0 208,340,613

借地権 1,473,795 0 0 1,473,795 0 0 0 0 1,473,795

鉄道軌道連絡通行施設利用権 316,920,785 0 0 316,920,785 304,560,873 19,649,089 0 0 12,359,912

計 318,394,580 0 0 318,394,580 304,560,873 19,649,089 0 0 13,833,707

借地権 23,669,692 0 0 23,669,692 0 0 0 0 23,669,692

鉄道軌道連絡通行施設利用権 5,089,861,497 0 0 5,089,861,497 4,891,356,869 315,571,411 0 0 198,504,628

計 5,113,531,189 0 0 5,113,531,189 4,891,356,869 315,571,411 0 0 222,174,320

２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

561,561 656,618 561,561 0 656,618

561,561 656,618 561,561 0 656,618

３．退職給付引当金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

44,957 36,566 0 81,523

退職一時金に係る債務 44,957 36,566 0 81,523

退職給付引当金 44,957 36,566 0 81,523

４．法令に基づく引当金等の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

6,579,588,695 0 332,035,705 6,247,552,990 （注）

6,579,588,695 0 332,035,705 6,247,552,990

（注）当該引当金の引当て及び取崩しの基準は、「重要な会計方針」の「３　法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準」に記載しております。

摘　要期首残高

無形固定資産
（減価償却費）

資産の種類 差引当期末残高期末残高当期減少額
減価償却累計額

当期増加額

有形固定資産
（減価償却費）

非償却資産

有形固定資産
（減価償却相当額）

有形固定資産合計

減損損失累計額

無形固定資産
（減価償却相当額）

無形固定資産合計

区　分

鉄道施設管理引当金

計

賞与引当金

計

区　　分

退職給付債務合計額

期末残高 摘　要区　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額
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５．運営費交付金以外の国からの財源措置の明細

５-１　補助金等の明細

（単位：円）

摘　要

建設仮勘定補助金等 資産見返補助金等 資本剰余金 預り補助金等 長期預り補助金等 収益計上

29,706,000 0 0 0 0 0 29,706,000

29,706,000 0 0 0 0 0 29,706,000

６．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

1,081 0 - -

7,427 1 - -

8,508 1 - -

（注１）上記支給額は千円未満四捨五入で表示しております。

（注２）報酬又は給与の支給額は、賞与及び諸手当を含んでおります。

（注３）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構役員給与規程及び独立行政法人日本

　　　高速道路保有・債務返済機構役員退職手当規程に定め、独立行政法人通則法第50条の2第2項の規定に基づき、国土交通大臣に届け出

　　　るとともに、公表しております。

（注４）職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構職員給与規程及び独立行政法人日本

　　　高速道路保有・債務返済機構職員退職金支給規程に定め、独立行政法人通則法第50条の10第2項の規定に基づき、国土交通大臣に届け

　　　出るとともに、公表しております。

（注５）支給人員数は、年間平均支給人員数（単位未満四捨五入）を記載しております。なお、支給額は共通経費を按分した金額を含んでおります。

（注６）非常勤の役員及び職員はおりません。

７．セグメント情報（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

　　当勘定は単一セグメントによって事業を行っているため、記載を省略しております。

区　分 当期交付額
左の会計処理内訳

本州四国連絡橋維持修繕政府負担金

計

合　計

区　分
報酬又は給与 退職手当

役　員

職　員
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